
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定装置本体に相対接近・離反可能に保持された一対の可動枠と、
　前記 可動枠に 保持された第１の保持棒と、
　前記 第１の保持棒 対して相対接近・離反可能に前記 可動枠に 保持された
第２の保持棒と、
　前記 第１，第２の保持棒間に保持されるレンズ枠のヤゲン溝に沿って移動す
る フィーラーと、
　

型板ホルダーと、
　

型板
に当接させて 型板の形状測定を行う型板用フィーラーと、を備える眼鏡フレームの玉
型形状測定装置に
　 前記第１の保持棒に係合 が前記 側壁に設けられ、
　前記第２の保持棒を挿入させる挿入穴が前記切欠に対応して前記側壁に設けられている
と共に

ことを特徴とする眼鏡フレームの玉型形状測定装置。
【発明の詳細な説明】
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有すると共に、前記一対の側壁間に位置させて前記上壁に設けられ且つ型板保持用の吸着
盤の軸部を着脱可能に保持する治具嵌合筒部を有する

前記一対の可動枠間に前記型板ホルダーが配設された場合には、前記レンズ枠用のフィ
ーラーに代えて、前記治具嵌合筒部に保持される吸着盤の の周面

前記
おいて、

下方に開放し且つ させられる切欠 各

、前記切欠に係合する第１の保持棒と前記挿入穴に挿入された第２の保持棒との間
で前記側壁を保持させる



【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、眼鏡フレームのレンズ枠又は型板等の玉型の形状を測定するための眼鏡フレー
ムの玉型形状測定装置に関する。
【０００２】
【従来技術】
従来の玉型形状測定装置は、例えば特開昭６１－２６７７３２号公報、特開平３－２６１
８１４号公報、特開平４－９３１６３号公報に開示されているように、眼鏡フレームのリ
ムをクランプピン（保持棒）によって上下方向から挟持するように構成されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、このような玉型形状測定装置では、型板を保持させる場合に、装置本体に
型板ホルダーをねじ止めして保持していたため、ねじ止めする手間が必要であった。
【０００４】
そこで、本発明は上記課題を解決するために、装置本体に保持させる手間を省き、迅速に
装着可能にできる型板ホルダーを有する玉型形状測定装置を提供することを特徴とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　この目的を達成するために、本発明は、測定装置本体に相対接近・離反可能に保持され
た一対の可動枠と、前記 可動枠に 保持された第１の保持棒と、前記 第１の保
持棒 対して相対接近・離反可能に前記 可動枠に 保持された第２の保持棒と、
前記 第１，第２の保持棒間に保持されるレンズ枠のヤゲン溝に沿って移動する

フィーラーと、

型板ホル
ダーと、

型板 に当接させて
型板の形状測定を行う型板用フィーラーと、を備える眼鏡フレームの玉型形状測定装

置に 前記第１の保持棒に係合 が前記 側壁に設
けられ、前記第２の保持棒を挿入させる挿入穴が前記切欠に対応して前記側壁に設けられ
ていると共に

ことを特徴とする。
【０００６】
【発明の実施の形態】
以下、この発明にかかる眼鏡フレームの玉型形状測定装置の一実施の形態を図面を基に説
明する。
【０００７】
図２において、１はフレーム形状測定装置、２はフレーム形状測定装置１からの眼鏡枠形
状データを基に被加工レンズを眼鏡レンズの形状に研削加工する玉摺機（レンズ周縁加工
装置）である。
【０００８】
フレーム形状測定装置１は、図３に示した様に、上面１０ａの中央に開口１０ｂを有する
測定装置本体１０と、測定装置本体１０の上面１０ａに設けられたスイッチ部１１を有す
る。このスイッチ部１１には、左右の測定モード切り換え用のモード切換スイッチ１２，
測定開始用のスタートスイッチ１３，及びデータ転送用の転送スイッチ１４を有する。
【０００９】
また、フレーム形状測定装置１は、図３に示した様な眼鏡Ｍの眼鏡枠（メガネフレーム）
ＭＦの左右のレンズ枠ＬＦ，ＲＦを保持する眼鏡枠（メガネフレーム）保持機構（保持手
段）１５，１５´及びその操作機構１６を有する。また、枠保持機構１５，１５´は同じ
構造であるので、図１に示すように枠保持機構１５についてのみ説明する。尚、図１中、
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１７，１８は測定装置本体１０内の図示しないシャーシに上下に向けて固定され且つ互い
に平行に設けられた支持枠、１９は支持枠１８の外面（支持枠１７とは反対側の面）に突
設された係止ピン、２０は支持枠１８の上端部に設けられた円弧状スリット、２１，２２
は支持枠１７，１８に設けられた取付孔である。この取付孔２１，２２は円弧状スリット
２０と係止ピン１９との間に位置させられ、円弧状スリット２０は取付孔２１，２２と同
心に設けられている。
【００１０】
（操作機構１６）
保持棒出入制御手段としての操作機構１６は、支持枠１７，１８の取付孔２１，２２に回
転自在に保持された操作軸２３と、操作軸２３の一端部（支持枠１８側の端部）に固定さ
れた従動ギヤ２４と、支持枠１８及び測定装置本体１０の正面１０ｃを貫通する回転軸２
５と、回転軸２５の一端部に固定され（又は一体に設けられ）且つ従動ギヤ２４に噛合す
る駆動ギヤ２６と、回転軸２５の他端部に取り付けられた操作レバー２７を有する。図中
、２３ａは操作軸２３に設けた偏平部で、この偏平部２３ａは操作軸２３の両端部近傍ま
で設けられている。
【００１１】
尚、測定装置本体１０には上面１０ａ及び正面１０ｃに跨る凹部２８が形成され、この凹
部２８の上面には円弧状の突部２９が形成され、上面１０ａには突部２９の左右に位置さ
せて「開」，「閉」が付されている。そして、凹部２８の正面に上述した操作レバー２７
が配設され、操作レバー２７の上端部に設けられた折曲部すなわち指示部２７ａが突部２
９上を移動するようになっている。
【００１２】
また、従動ギヤ２４と係止ピン１９との間には、枠保持（上述の「閉」に対応）及び枠保
持解除（上述の「開」に対応）を行わせる２位置保持機構（２位置保持手段）３０が設け
られている。
【００１３】
この２位置保持機構３０は、上述の円弧状スリット２０と、従動ギヤ２４の側面に突設さ
れ且つ円弧状スリット２０を貫通する可動ピン３１と、可動ピン３１と係止ピン１９との
間に介装されたスプリング（引っ張りコイルバネ）３２を有する。この円弧状スリット２
０は、上述の様に取付孔２１，２２と同心となっているので、従動ギヤ２４，操作軸２３
とも同心となっている。この為に、可動ピン３１は、スプリング３２の引張力により円弧
状スリット２０の両端部２０ａ，２０ｂのいずれか一方に保持されることになる。
【００１４】
更に、操作機構１６は、操作軸２３に長手方向に移動可能に且つ周方向には僅かに相対回
転可能に保持された一対の筒軸３３，３３を有する。この筒軸３３内の切円状挿通孔３３
ａの偏平部３３ｂと操作軸２３の偏平部２３ａとの間には図１ (b)， (c)に示した様に僅か
な間隙Ｓが形成されている。この筒軸３３，３３には自己の弾性力により伸縮可能な弾性
部を有する紐状体３４（図１ (a)では一方のみを図示）がそれぞれ取り付けられている。
この紐状体３４は、筒軸３３に一端部が固定されたスプリング（弾性部）３５と、スプリ
ング３５の他端部に連設されたワイヤ３６を有する。
【００１５】
（枠保持機構１５，１５´）
枠保持機構１５は、水平方向に移動可能に且つ互いに相対接近・離反可能に測定装置本体
１０内に保持された一対の可動枠３７，３７（スライダ）を有する。この各可動枠３７は
、水平板部３８と、この水平板部３８の一端部に上下に向けて連設された鉛直板部３９か
らＬ字状に形成されている。そして、鉛直板部３９には筒軸３３が回転自在に且つ軸方向
には移動不能に保持されている。
【００１６】
また、枠保持機構１５は、図４に示した様に可動枠３７，３７の水平板部３８，３８間に
介装された引っ張りコイルスプリング４０と、水平板部３８の先端縁部の中央に固定され
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た支持板４１と、支持板４１の水平板部３８上方に突出する部分と鉛直板部３９との間に
配設されたツメ取付板４２を有する。このツメ取付板４２は、一側部４２ａの軸状の支持
突部４２ｃを中心に回動可能に支持板４１と鉛直部３９に保持されている。尚、ツメ取付
板４２の後部側の軸状の支持突部の図示は省略してある。
【００１７】
このツメ取付板４２の他側部４２ｂの先端には軸状で先細りテーパ状の保持ツメ４３が第
１の保持棒として突設され、ツメ取付板４２の他側部の後端部には第２の保持棒としての
軸状の保持ツメ４４の後端部が支持軸４５で回動可能に保持されている。この保持ツメ４
４は、基部４４ａが図１（ｄ）に示した様に方形板状に形成され且つ先端部が先細りテー
パ状に形成されていると共に、支持軸４５を中心に回動して、保持ツメ４３に対して相対
接近・離反するようになっている。しかも、保持ツメ４４の先端部とツメ取付板４２とは
、支持軸４５に捲回した図示しないトーションスプリングで常時開く方向にバネ付勢され
ている。
【００１８】
更に、鉛直板部３９には、保持ツメ４４の上方に位置させて、操作機構１６と協働するＬ
字状の係合ツメ４６（保持棒出没手段の一部）が突設されている。この係合ツメ４６の先
端部の下方に延びるエッジ状爪部４６ａは保持ツメ４４に係合させられている。これによ
り、ツメ保持板４２の他側部４２ｂが一側部４２ａを中心に上方に回動させられると、保
持ツメ４３，４４の間隔がトーションスプリング（図示せず）のバネ力に抗して狭められ
る様になっている。なお、図１（ｄ）に示すように、係合ツメ４６のエッジ状爪部４６ａ
は、保持ツメ４４の略中央部に係合する。また、係合ツメ４６と筒軸３３との間には、鉛
直板部３９に回転自在に保持させたアイドルプーリ４７が配設されている。このアイドル
プーリ４７には上述したワイヤ３６が支持され、ワイヤ３９の端部が両側部４２ａ，４２
ｂ間の略中央に位置されツメ取付板４２に固定されている。
【００１９】
また、各可動枠３７，３７は対向部側が図４に示したフレームガイド部材４８でカバーさ
れている。このフレームガイド部材４８は、水平板部３８の先端に固定された鉛直板部４
８ａと、鉛直板部３９の上端に固定された水平板部４８ｂと、板部４８ａ，４８ｂが連設
するコーナに連設され且つ水平板部４８ｂ側に傾斜する傾斜ガイド板部４８ｃを有する。
そして、鉛直板部４８ａには保持ツメ４３，４４に対応して開口４８ｄが形成され、保持
ツメ４４は開口４８ｄから突出させられている。また、保持ツメ４３の先端部は、保持ツ
メ４４，４３が図４ (a)， (b)の如く最大に開いている状態では、開口４８ｄ内に位置する
ようになっている。
【００２０】
なお、各可動枠３７，３７に設けたフレームガイド部材４８，４８の鉛直板部４８ａ，４
８ａは、互いに平行に設けられて対向する面を保持面として有する。この一対の鉛直板部
４８ａ，４８ａの保持面同士は、可動枠３７，３７の相対接近・離反に伴って、相対接近
・離反させられる。
【００２１】
　また、フレーム形状測定装置１は、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ枠ＬＦ（
ＲＦ）の形状測定を行う形状測定手段を有する。この形状測定手段は、 フィ
ーラー５０を眼鏡枠Ｆのヤゲン溝５１に沿って移動させることにより、 フィ
ーラー５０の移動位置を角度θ iに対する動径ρ iとして、即ち極座標形式のレンズ形状情
報（θ i，ρ i）として求めることができるようになっている。この構造には周知のものを
採用できるので、その詳細な説明は省略する。
【００２２】
更に、玉摺機２は、図２に示した様に、被加工レンズの周縁を研削加工する加工部６０（
詳細図示略）を有する。この加工部６０には、キャリッジの一対のレンズ回転軸間に被加
工レンズを保持させて、このレンズ回転軸の回動とキャリッジの上下回動を上述のレンズ
形状情報（θ i，ρ i）に基づいて制御し、被加工レンズの周縁を回転する研削砥石で研削
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加工するものである。この構造は、周知であるのでその詳細な説明は省略する。
【００２３】
また、図６ (a)は下方に解放する型板ホルダー（型板保持部材）１００を示したものであ
る。この型板ホルダー１００は、左右に細長く形成され且つ上壁１０１に設けられたリブ
状のツマミ部１０２と、ツマミ１０２の中央部に設けられた円形のツマミ部１０３を有す
る。このツマミ１０３の周面には摘みやすくするための凹凸部１０３ａが形成されている
。また、型板ホルダー１００の長手方向の端壁１０４，１０４には下方に突出する爪片１
０５，１０５が形成されている。
【００２４】
　さらに、

型板ホルダー１００の各側壁１
０６，１０７には保持爪４４を挿入させるための挿入穴１０８，１０８がそれぞれ形成さ
れている。また、側壁１０７は、挿入穴１０８，１０８間が外方に突出する位置決めよう
の膨出突部１０９が形成されている。
【００２５】
この膨出突部１０９は、図３に示した測定装置本体１０の上面１０ａに形成した切り欠き
１０ｃに して、型板ホルダー１００の取付向きの位置決めをするようになっている。
この切り欠き１０ｃは、開口１０ｂに解放しているとともに、図３中後ろ側のフレームガ
イド部材４８，４８間に対応して設けられている。
【００２６】
　また、側壁１０６，１０７の下縁部には挿入穴１０８，１０８に対応して下方 解放す
るＶ字状の １１０，１１０が形成され 型板ホル
ダー１００を図７のごとくフレームガイド部材４８，４８間 (a),(b),(c)の順に挿入した
ときに、保持爪４３，４３に系合させられるようになっている。そして、この位置では、
保持爪４４が挿入穴１０８から型板ホルダー１００内に挿入され、型板ホルダー１００を
保持爪４３，４４（保持棒）間で保持するようになっている。
【００２７】
　さらに、型板ホルダー１００内には 図６ (b)に示したように

治具嵌合筒部１１１が設けられ この治具嵌合筒部１１
には図示を省略した吸着盤の軸状部が着脱可能に保持されるようになっている。そして、
この吸着盤には図７に示した型板Ｔが保持される。１１２は吸着盤の向きを決める為の突
部である。このような構造は特願平２－１１３８４０号と同じ周知のものを採用している
ので、詳細な説明は省略する。
【００２８】
　この型板ホルダー１００を図７のごとく用いた場合には、図示しない型板ホルダー検知
手段が検知して検知信号を図示しない演算制御回路に入力し、演算制御回路（演算手段）
は フィラー５０の代わりに型板用フィラーを型板Ｔの に当接さ
せて、型板Ｔの形状測定を行うようになっている。この型板用フィラーの構造は特願平８
－３２０４６８号と同じ周知のものを採用しているので、詳細な説明は省略する。なお、
このような自動検知によらず、特願平２－１１３８４０号と同じ周知の手動で起倒れるタ
イプの型板用フィラーを採用することもできる。
【００２９】
次に、この様な構成の眼鏡フレームの玉型形状測定装置の作用を説明する。
【００３０】
この様な構成において、フレームガイド部材４８，４８の傾斜ガイド板部４８ｃ，４８ｃ
は、上端に向うにしたがって互いに開く方向に傾斜している。従って、眼鏡（メガネ）の
眼鏡枠（メガネフレーム）ＭＦを図４ (a)の如く傾斜ガイド板部４８ｃ，４８ｃ間に配設
して、眼鏡枠ＭＦをコイルスプリング４０のバネ力に抗して上から押し下げると、傾斜ガ
イド板部４８ｃ，４８ｃのガイド作用により、フレームガイド部材４８，４８の間隔すな
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型板ホルダー１００は、図６（ａ），図６（ｂ）から明らかなように、上壁１
０１の互いに反対側の縁部から下方に向けて延びる側壁１０６，１０７を有する。これに
より、型板ホルダー１００は下方に開放している。また、

係合

に
切欠 ている。この切欠１１０，１１０は、

、 、側壁１０６，１０７間
に位置させて上壁１０１に ている。

レンズ枠用の 周面（周縁）



わち可動枠（スライダ）３７，３７の間隔が広げられて、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠Ｍ
Ｆのレンズ枠ＬＦ（ＲＦ）が保持ツメ４３，４３上まで移動させられて保持ツメ４３，４
３に係止される。
【００３１】
この様な状態において、操作レバー２７を「開」位置から「閉」位置に回動操作すると、
この回動が回転軸２５，ギヤ２６，２４，操作軸２３を介して筒軸３３に伝達されてスプ
リング３５の一部が筒軸３３に捲回されることにより、スプリング３５に連設されたワイ
ヤ３６を介してツメ取付板４２が一側部４２ａを中心に上方に回動させられ、保持ツメ４
３，４４の間隔が図４ (c)の如く狭められて、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ
枠ＬＦ（ＲＦ）が図４ (c)の如く保持ツメ４３，４４間に保持される。この位置では、可
動ピン３１が円弧状スリット２０下端部２０ａにスプリング３２のバネ力により保持され
ることになる。
【００３２】
尚、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ枠ＬＦ（ＲＦ）を保持ツメ４３，４４間か
ら取り外す場合には、操作レバー２７を上述とは逆に操作することにより、各部材が上述
とは逆に動作する。
【００３３】
＜他の実施例＞
尚、本発明は上記実施の形態に限定されず、図５に示した様に構成してもよい。この図５
に示した実施例は、図１～図４に示した構成の係合ツメ４６を省略するとともに、保持ツ
メ４４の取付構造を変更したものである。しかも、本実施例に於て、他の構成は図１と同
じである。
【００３４】
この図５において、保持ツメ４３が図１と同様にして可動枠３７に保持されている。また
、可動枠３７の鉛直板部３９には貫通孔３９ａが設けられ、鉛直板部３９の背面には上下
に延びるガイドレール７０が装着され、このガイドレール７０にはスライダ７１が上下動
可能に保持され、スライダ７１には貫通孔３９ａに挿通されたラックバー７２が図５中左
右動可能に保持され、ラックバー７２にはスライダ７１に保持された駆動ピニオン７３が
歯合させられている。そして、このラックバー７２の開口４８ｄ側の端部には保持ツメ４
４が固定されている。
【００３５】
しかもスライダ７１は図示しない駆動モータで上下動作せられ、駆動ピニオン７３は図示
しない駆動モータで回転駆動させられる様になっている。この駆動モータによるスライダ
７１の上下動及び駆動ピニオン７３の回転駆動は、以下のタイミングで行われる様になっ
ている。
【００３６】
即ち、図２に示した操作レバー２７が「開」位置にある状態では、図５（ａ）に示した様
に、保持ツメ４４の基部が貫通孔３９ａ内に位置するとともに、保持ツメ４４の先端が鉛
直板部３８ａ，３９間の退避位置に位置させられて鉛直板部４８ａ，４８ａ間に突出して
いない。
【００３７】
この状態で、眼鏡（メガネ）の眼鏡枠（メガネフレーム）ＭＦを図４ (a)の如く傾斜ガイ
ド板部４８ｃ，４８ｃ間に配設して、眼鏡枠ＭＦをコイルスプリング４０のバネ力に抗し
て上から押し下げると、傾斜ガイド板部４８ｃ，４８ｃのガイド作用により、フレームガ
イド部材４８，４８の間隔すなわち可動枠（スライダ）３７，３７の間隔が広げられて、
眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ枠ＬＦ（ＲＦ）が保持ツメ４３，４３上まで移
動させられて保持ツメ４３，４３に係止される。
【００３８】
次に、図２に示した操作レバー２７を「開」位置から「閉」位置に回動操作すると、操作
レバー２７によりその回動初期に図示しないスイッチがオンさせられて、駆動モータによ
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り駆動ピニオン７３が回転駆動され、ラックバー７２及び保持ツメ４４が矢印で示した様
に鉛直板部４８ａの開口４８ｄ側に移動させられ、保持ツメ４４の先端部が図５（ｂ）に
示した様に開口４８ｄから突出させられるとともに、保持ツメ４４の基部が貫通孔３９ａ
から抜け外れる。この後、スライダ７１が図示しない駆動モータで下方に移動させられて
、保持ツメ４４が図５（ｃ）の如く破線の位置から実線の位置まで降下させられる。
【００３９】
一方、上述のように操作レバー２７を「閉」位置側に回動操作すると、この回動が回転軸
２５，ギヤ２６，２４，操作軸２３を介して筒軸３３に伝達されてスプリング３５の一部
が筒軸３３に捲回されることにより、スプリング３５に連設されたワイヤ３６を介してツ
メ取付板４２が一側部４２ａを中心に上方に回動させられ、保持ツメ４３が図５（ｃ）の
如く破線の位置から実線の位置まで上昇させられて、保持ツメ４３，４４の間隔が狭めら
れて、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ枠ＬＦ（ＲＦ）が保持ツメ４３，４４間
に保持される。この位置では、可動ピン３１が円弧状スリット２０下端部２０ａにスプリ
ング３２のバネ力により保持されることになる。
【００４０】
尚、眼鏡枠ＭＦのリム即ち眼鏡枠ＭＦのレンズ枠ＬＦ（ＲＦ）を保持ツメ４３，４４間か
ら取り外す場合には、操作レバー２７を上述とは逆に操作することにより、操作レバー２
７の回動操作でオンする第２のスイッチ (図示せず )が作動させられて、各部材が上述とは
逆に動作する。
【００４１】
本実施例では、駆動モータによる保持ツメ４４の左右動（開口４８ｄからの出没）及び保
持ツメ４４の上下動を行わせるようにしたが、この動作をソレノイドで行わせるようにし
てもよいし、ワイヤや歯車駆動機構を用いて操作レバー２７に連動させることにより、図
５に示したのと同様な動作を行わせるようにすることもできる。また、上述した実施例で
は、この発明の要部ではないので、説明の便宜上可動枠３７，３７同士をコイルスプリン
グ４０で直接接近する方向に付勢している構造で説明した。しかし、実際には、可動枠３
７，３７の一方を中央位置に対して進退動させたときに、他方の可動枠３７が一方の可動
枠３７に連動して中央位置に対して進退動して、可動枠３７，３７が相対接近・離反する
様に、ワイヤ，プーリ等を用いた機構、或は、歯車等を用いた機構で可動枠３７，３７を
連動させる様に設定される。
【００４２】
【効果】
以上により、本発明によれば、従来の玉型形状測定装置における作業の手間を省き、作業
効率を向上させ、迅速に型板測定を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】この発明にかかる眼鏡フレームの玉型形状測定装置の要部説明図、 (b)， (c)は (a
)の筒軸と操作軸との関係を説明するための断面図、 (d)は保持ツメの説明図である。
【図２】図１に示した眼鏡フレームの玉型形状測定装置と玉摺機との関係を示す説明図で
ある。
【図３】図２に示したフレーム形状測定装置の拡大斜視図である。
【図４】　 (a)～ (c)は図１に示したフレーム形状測定装置の眼鏡枠保持の動作説明図であ
る。
【図５】　 (a)～ (c)はこの発明にかかるフレーム形状測定装置の他の例を示す動作説明図
である。
【図６】　 (a)は型板ホルダーの斜視図であり、 (b)は (a)の型板ホルダーを裏返しにして
示した斜視図である。
【図７】　 (a)～ (c)は図６に示した型板ホルダーを用いて図１に示したフレーム形状測定
装置により型板の玉型形状を測定するときの動作説明図である。
【符号の説明】
１…フレーム形状測定装置（玉型形状測定装置）
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１６…操作機構（保持棒出入手段）
３７…可動枠（スライダ－）
４３…保持ツメ（第１の保持棒）
４４…保持ツメ（第２の保持棒）
４６…係合ツメ（保持棒出入制御手段の一部）
４８…フレームガイド部材
４８ａ…鉛直板部
ＭＦ…眼鏡フレームの
ＬＦ，ＲＦ…レンズ枠（リム）
１００…型板ホルダー（型板保持部材）
Ｔ…型板
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】

(10) JP 3989593 B2 2007.10.10



フロントページの続き

    審査官  今関　雅子

(56)参考文献  特開平０３－１３５７１１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０４－０１２２１５（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              B24B   9/14

(11) JP 3989593 B2 2007.10.10


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

